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抄 録
保健所は昭和12年の保健所法の制定により設置され，現在はその流れを汲む1994年制定の地域保健

法に基づき設置，運営されている．保健所の業務は同法に規定されており，また具体的な優先課題につ
いては，数年ごとに改正される「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」により方針が定められて
いる．保健所の業務の範囲は広い．その中でも，最近の基本指針の傾向等から特に重要と考える業務
は，繰り返し基本指針に記されている「健康危機管理」，「連携」，そして新しく取組が提案されている

「ソーシャルキャピタル」である．本稿では，それぞれについて，現状や課題，今後の方向性について
記述する．保健所の業務は広範囲にわたっているので，保健所職員だけではそれらの業務の推進は難し
い．そういう点で，専門職，関係機関に加えて，様々な住民組織との協働が今後特に重要である．

キーワード：健康危機管理，連携，ソーシャルキャピタル．

Abstract

PublichealthcenterswereestablishedbythePublicHealthCenterLawin1937.Now,thesecenters
arefoundedinaccordancewiththeCommunityHealthLawof1994.Publichealthcenterservicesare
providedaccordingtolawandguidelinesthataredevisedeveryfewyears.Theservicesprovidedby
publichealthcenterscoveraverywiderangeofhealthcarefields.“Healthriskmanagement”,

“cooperation”and“socialcapital”havebeenveryimportantissuesinthefieldofhealthcareservices
inrecentyears.Thepresentstatus,issuesandfutureaspectsofpublichealthcentersareaddressedin
thispaper.Weneedtocooperatewithresidentorganizationsaswellasprofessionalsandrelatedagencies
torealizeahealthycommunity.
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は じ め に

保健所は昭和12年の保健所法の制定により
設置され，昭和22年の保健所法の改正，平成6
年の保健所法の地域保健法への改正等を経て現
在に至っている（施行は平成9年）．その業務
は地域保健法第六条，七条，八条に規定されて
いる（表1）．また，具体的な優先方針について
は，数年ごとに改正される地域保健対策の推進
に関する基本的な指針（以下「基本指針」とい
う．）により方針が定められている．地域保健
を推進する中心機関として保健所に加えて市町
村がある．これらの業務は基本指針にて定めら
れており，保健所は専門的かつ技術的業務を推
進する機関として位置づけられている，具体的
には表1で示す業務を行っている．一方，市町
村は住民に身近で利用頻度の高い保健サービス
を総合的に実施するという役割を担っており，
母子保健，老人保健サービスなどについて健康
相談，保健指導及び健康診査等の業務を計画的
に実施している．なお，人口規模が多い政令指

定都市など保健所設置市においては両方の業務
を行っている．本項では，最近の地域課題につ
いて，とりわけ筆者が勤務する保健所の事業の
現状，課題，方向について考察する．

保健所の業務は地域保健法第六条，七条，八
条に規定されている（表1）．その範囲は広いた
め，常勤職員による対応に加え，専門職の雇用，
関係機関との協働などにより実施している．
一方，地域保健法第四条では，「地域保健対策

の円滑な実施及び総合的な推進を図るため，厚
生労働大臣は基本指針を定めなければならな
い」とされており，平成6年の初回制定の後，
社会状況等の変化により平成19年まで数年ご
とに改正されている．この中で特に保健所とし
て重要と考える項目を（表2）に示す．
さらに，最近の
・少子高齢化の更なる進展，共働き世帯や単
身世帯の増加

地域保健法等に定める
保健所の業務について
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表1 保健所の事業（一部，簡略化）



・非感染性疾患（NCD）対策の重要性
・食中毒事案の広域化
・東日本大震災における被災者の健康管理に
おいて様々な課題が表出

を背景に平成24年7月31日，地域保健対策
の推進に関する基本的な指針に関する改正通知
が出されている．（概要は表3）

「地域保健法等に定める保健所の業務につい
て」で記載したように保健所は広範囲に業務を
行っている．その中でも繰り返し基本指針に述
べられたり，最近の新しい傾向等から特に重点
と考える「健康危機管理体制」，「連携」，「ソー
シャルキャピタル」について以下に記載する．

重点施策における
現状と課題，方向性

1．健康危機管理体制
地域保健対策の推進に関する基本的な指針で

も重要事項として位置づけられ，また，厚生労
働省健康危機管理基本指針（平成9年）では「医
薬品，食中毒，感染症，飲料水その他何らかの
原因により生じる国民の生命，健康の安全を脅
かす事態に対して行われる健康被害の発生予
防，拡大防止，治療等に関する業務」としてお
り，また，「その他何らかの原因」の中には，阪
神・淡路大震災や有珠山噴火，和歌山市毒物混
入カレー事件のような犯罪，JCOによる東海村
臨界事故のような放射線事故等様々な原因の健
康危機事例が含まれること，また，サリン事件
のような化学兵器や毒劇物を使用した大量殺傷
型テロ事件が発生した場合にも対処を求められ
る可能性があることも留意する必要がある１）．
地域で対策を開始するための第一歩は医師，
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表2 地域保健対策の推進に関する基本的な指針 主な内容（平成6年～19年）

表3 地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成24年7月の改正項目）



機関等による届け出である．特に医師には，感
染症法に基づく届け出や食中毒（疑い，死体含
む）診断時の届け出，麻薬・向精神薬，副作用，
児童虐待，高齢者虐待，異状死体，医事関係な
どで届け出や通報などがそれぞれの法律で義務
づけがなされている．これら各種法令による届
け出一覧表は全国保健所長会のホームページに
ある「医師臨床研修 保健所研修ノート改訂版」
の8～9ページにあるので是非，確認願いたい２）．
それに加えて，法定以外の疾患においても院内
感染については状況により保健所への報告が定
められているので，当該厚生労働省通知３）をご
確認願いたい．なお，京都府では健康危機管理
マニュアルを作成しており，医師からの通報に
加えて有症者，事業所，警察署，消防署などか
らの通報に対して「通報又は探知」，「初動体制
の確立」，「関係機関との連携」，「調査の実施」，

「調査結果による事件内容の検討」などからなる
マニュアル及び事件別マニュアルを作成してい
る．関係機関等と協力しあって，「被害を最小
限に食い止める」，「再発防止に繋げる」ために
も重要なことなのでご理解，ご協力をお願いし
ます．また各機関，施設におかれては予防，発
生時対応などを含んだマニュアルをぜひ作成願
いたい．
1）感染症対策について
ここ十数年で日本において健康危機管理事象

として問題となったのは，平成15年冬～春の重
症急性呼吸器症候群（SARS）と平成21年春～
冬に猛威をふるった新型インフルエンザがその
代表と考える．SARSについては，平成15年7
月5日にWHOにより終息宣言が出されたが，
その間に世界で8,098人が感染し，774人が死
亡した．なお，その終息宣言後，実験室内感染
等により14名のSARS患者が報告されている．
（WHOは平成16年5月28日に終息宣言を発表
した．）４）

日本では，52件の疑い例と16件の可能性例
が報告されたが，専門家の症例検討の結果，す
べて否定されている４）．日本では台湾人医師が
近畿地方を中心に旅行，帰国後に発病が判明
し，パニックになった．厚生労働省はその際，

全行程と立ち寄り先を発表し接触者などの調査
を行った．今後とも何らかの健康危機事象が発
生すればこのように積極的な情報公開が行われ
対応を推進するものと考える．
また，平成21年発生の新型インフルエンザに

対する対応は，検疫所での水際対策，保健所で
の発熱相談センター，感染症指定医療機関等で
の発熱外来，地域での学校閉鎖，イベント等の
自粛，サーベイランスなど特に発生当初は初め
ての様々な対応が行われた．そして，厚生労働
省が各国政府・WHOのホームページから作成
した死亡率の集計からは「各国の死亡数に関し
てはそれぞれ定義が異なり一義的に比較対象と
ならないことに留意が必要」との注意書きはあ
るが日本の死亡率は外国に比べて低い状況５）と
考えることができる．この理由としてタミフル
の早期投与や医療アクセスの良さを専門家が発
表しているが，平成25年4月13日に施行され
た新型インフルエンザ等対策特別措置法及びそ
れに基づく行動計画では，その仕組み（検疫の
実施，帰国者・接触者相談センター，帰国者・
接触者外来，学校，興業場等の使用制限等の要
請，不要不急の外出の自粛等の要請等）の多く
が引き継がれることとなっている．一方，「国
民生活及び国民経済の安定のための措置の明確
化」，「医療等の実施要請と補償制度」，「知事の
権限の明確化」などは平成21年の対応の評価
をもとに，新型インフルエンザ等発生時には適
切に対応できるよう法に規定されている．いず
れにしてもそれぞれの者が法や行動計画，倫理
観などに基づき自分の役割を認識し，行動する
ことが重要である．
2）結核対策について
わが国の結核の状況は，「中まん延」の状態が

続いており，平成23年では2万2千人を超える
新登録患者が発生した．減少速度は穏やかで，
新発生が人口10万対10の低まん延の状況には
さらに10年余を要するものと推測されている６）．
（平成23年 全国：新登録患者数22,681人，人口
10万当たり罹患率17.75，京都府：489人，18.58）
一方，厚生労働省基準に相当する結核集団感

染については，年によって差はあるが減少傾向
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にあるとは言えない．特に平成23年の病院等
における結核集団感染は16件と多くなってお
り，平成23年までの最近10年間でも2番目の
多さとなっている７）（表4）．集団感染を発生さ
せないためには院内での体制を整備する必要が
あり，地方公共団体，学会や専門家が対応につ
いて提案や手引きなどを発表している．佐賀県
も「結核院内感染対策の手引き」を平成25年3
月に策定８）しており，患者発見の施策，職員の
感染防止，職員の健康管理等の説明とともに
チェックリスト例があり，また最近に作成され
たものから現時点で最も参考となるものの一つ
と考えており，院内感染対策を考える上でぜ
ひ，参考としていただきたい．
3）食中毒対策について（ノロウイルス対策含
む）
最近，食中毒として全国で判断されている例

は年間に1,000から1,500件，患者数は2万人
から3万人となっている．平成24年では病因物
質として件数が多いのは，①ノロウイルス，②
キャンピロバクター・ジェジュニ／コリ，③植
物性自然毒，④ぶどう球菌，⑤サルモネラ属菌
となっており，多少の違いはあるが最近はこの
傾向にある．腸管出血性大腸菌による食中毒は
16件，392人の患者が確認されている．このう
ち8人の方が死亡しており，漬け物（白菜きり
づけ）に含まれていた腸管出血性大腸菌による
ものであった．死亡者数は食中毒全体で11人
であったので，この事件を重く受け止める必要
がある．

通常，保健所は調理施設，流通施設等に対し
て食品衛生法第24条に基づき監視指導を行っ
ている．特に本事件後，浅漬け等の製造を行う
施設については「漬物の衛生規範の改正等につ
いて」により指導を強化している．また，平成
23年にはユッケなど生食肉を喫食して腸管出血
性大腸菌による食中毒が発生し，重症者も多数
であり，そのうち5名の方が亡くなった．この
事件をきっかけとしてユッケ，牛の刺身など生
食用牛肉の規格基準が設けられ，また，牛レバー
の生食用としての提供が禁止された．生の食肉
類は，新鮮であっても腸管出血性大腸菌，キャ
ンピロバクター，サルモネラなどの食中毒菌に
汚染されている可能性がある．健康な人では何
も症状が出なくても，子どもやお年寄りなどに
とっては，命に関わってくる危険性がある．食
肉を生で食べないよう住民への啓発が必要であ
る．
平成24年秋から25年冬にかけてノロウイル

スによる食中毒や感染症が猛威をふるった．連
日マスコミを賑わした平成18年の発生に迫る
勢いであった．従来から二枚貝の加熱調理，消
毒はアルコールではなく次亜塩素酸液や加熱，
嘔吐物などの適切な処理（適切に行うことはか
なり難しい）などを啓発している．これに加え
て，調理従事者等が汚染源と推察されることが
多いことから，消化器症状のある人は調理をし
ないことも重要である．
2．連携について
平成15年5月の地域保健法の基本方針の改正
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表4 結核集団感染の件数について（過去10カ年）（平成24年3月31日現在）



で「地域保健と産業保健の連携」や平成24年7
月の改正の「医療，介護及び福祉等の関連施策
との連携強化」と「学校保健との連携」が基本
方針の改正項目に含まれたことが注目され，そ
のうちでも中丹西地域でも重要と思える2事業
について以下に紹介する．いずれも関係機関の
協力のもとに適切に進められつつあると考えて
いる．
1）在宅人工呼吸器装着患者災害時・緊急時支
援の取組
平成16年10月，全国で死者95名，京都府で

は死者15名，床上・床下浸水7,300棟に達する
台風23号による大惨事が発生した．台風当時，
水害により医療関係者が患者宅に駆けつけるこ
とができなかったという教訓を基に，現在管内
に約10名いる在宅人工呼吸器装着患者に対す
る自助，共助，公助の仕組みを作り上げていっ
ている．
かかりつけ医，病院，臨床工学技士会，訪問

看護ステーション，ケアマネージャー，呼吸器
メーカー，関西電力，消防署，障害者相談支援
センター，介護保険事業所，障害者団体，福知
山市，そして地域の民生委員，消防団，自主防
災組織などと連携を推進し，システム作り，そ
して個別支援を行うために会議，研修などを
行っている．また，平成24年夏，電力不足から
計画停電の可能性が危惧されたが，既存の仕組
みを基に対策を構築することができた．隣接県
が原発立地県であることから原子力防災の充実
も必要である．
2）学校保健との連携
平成17年度から京都府中丹西保健所は，京都

府のモデル事業として福知山市とともに発達障
害児早期発見・早期療育支援事業「五歳児モデ
ル健診」に取り組んできた．この事業は福知山
市事業として平成20年度から実施されるとと
もに，京都府の各市町村においても事業が展開
されているところである．
一方，福知山市教育委員会では平成21年度か

ら3年間，文部科学省特別支援教育総合推進事
業の京都府グランドモデル地域指定を受け，中
丹西保健所，京都府立中丹支援学校など関係機

関と協働で，発達障害を含む障害のある子ども
の乳幼児から成人期に至るまでの一貫した支援
体制の構築に向けた取組を推進している．この
間，中丹西保健所は試行的に小学校5年生及び
中学校1年生の児童生徒を対象に生活満足度調
査を実施した．その結果，学校現場において
は，発達障害児支援の視点のみでなく広く精神
保健対策の必要性が再認識される結果となっ
た．このことから精神保健対策を推進する保健
所として，児童への予防的な介入の意義は大き
く，学校保健や医療機関等地域の関係機関と連
携した児童のメンタルヘルス対策の推進が必要
と考え，平成24年度より関係者とともに「発達
障害児等学齢期支援方策検討会」を立ち上げ，
情報共有，支援方策の検討を行っている．これ
らのことやさらなる検討の場を通じてライフス
テージに対応した支援を行っていく必要がある
と考えている．
この他に学校保健との連携では，「たばこ対

策」，「薬物乱用防止教育」，「エイズ予防教育」
などについても，専門家やボランティアの協力
も得て啓発を行っている．
3．ソーシャルキャピタル
平成24年の基本指針の改正で，初めて「ソー

シャルキャピタル」にかかる方針が盛り込まれ
た．ソーシャルキャピタルについては，地域に
根ざした住民同士の「信頼」や「相互扶助など
の社会規範」，「ネットワーク（住民組織）」の
要素で構成され，ソーシャルキャピタルが豊か
な地域は，住民同士の信頼が深く，助け合い等
の絆が強い地域であると考えられている．従っ
て，これらに係る人材の発掘及び育成を行うと
ともに，事業展開にかかる活用，協働というこ
とが大切になってきている．平成24年度に笹
井らが行った「健康づくりにおけるソーシャル
キャピタルの育成等に関する保健所の役割に関
する調査研究」ではソーシャルキャピタルの
要素である住民組織に焦点を当て調査研究が行
われている．この報告によると，保健所が住民
組織と協働事業を行っている割合は全国的には

「HIV対策」，「健康づくり・食育」，「たばこ対
策」，「自殺対策」，「精神障害者支援」が多くなっ
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ている９）（図1）．
一方，中丹西保健所では，「健康づくり・食

育」，「たばこ対策」，「精神障害者支援」に加え
て，「難病患者支援」，「がん対策」，「発達障害支
援」などについても協働事業を行っている状況
である．今後更に高度化，多様化していく国民
のニーズに応えていくためには，行政だけの活
動では難しく，これまでにも協力体制にある組
織・団体に加えて住民組織，学校，企業等との
協働体制が大切になってきており，既に行って
いる分野のさらなる充実に加え，超少子高齢社
会における重点課題に対する取り組みを始めて

いく必要がある．

お わ り に

保健所の役割は時代の変化と伴に対応すべき
疾患，状況，人々の考えの変化と伴に変わって
きている．地域保健法や基本方針にもとづく業
務を遂行すると伴に，特に「健康危機管理」，「医
療・福祉・学校・企業等との連携や協働」がさ
らに重要である．加えて，「住民組織との協働」
が人々の幸せにつながる鍵となるであろう．

開示すべき潜在的利益相反状態はない．

1）地域における健康危機管理のあり方検討会 地域
における健康危機管理について─地域健康危機管理
ガイドライン─ 平成13年3月．http://www.mhlw.go.
jp/general/seido/kousei/kenkou/guideline/

2）医師臨床研修「地域保健・医療」の戦略的方法の開
発に関する研究班（事業者 伊藤善信）：平成19年度
地域保健総合推進事業費補助金 医師臨床研修「地域
保健・医療」 保健所研修ノート 改訂版 平成20年
3月．http://www.phcd.jp/ishikenshu/H19_hokenjo_
kensyu_note.pdf

3）医療機関等における院内感染対策について 医政

指発0617第1号 平成23年6月17日 厚生労働省
医政局指導課長通知．http://www.mhlw.go.jp/topics/
2012/01/dl/tp0118-1-76.pdf#search='％E5％8C％BB
％E7％99％82％E6％A9％9F％E9％96％A2％E7％
AD％89％E3％81％AB％E3％81％8A％E3％81％
91％E3％82％8B％E9％99％A2％E5％86％85％E5
％AF％BE％E7％AD％96％E3％81％AB％E3％81
％A4％E3％81％84％E3％81％A6+％E5％8E％9A
％E7％94％9F％E5％8A％B4％E5％83％8D％E7％
9C％81+％E5％B9％B3％E6％88％9023％E5％B9
％B46％E6％9C％8817％E6％97％A5'
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4）重症急性呼吸器症候群（SARS）関連情報 厚生労
働省ホームページ．http://www.mhlw.go.jp/bunya/
kenkou/kekkaku-kansenshou05/03.html

5）厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部：各国
の状況について 平成25年5月28日．http://www.
mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou04/dl/

infu100528-05.pdf#search='％E6％96％B0％E5％9E
％8B％E3％82％A4％E3％83％B3％E3％83％95％
E3％83％AB％E3％82％A8％E3％83％B3％E3％82
％B6+％E6％AD％BB％E4％BA％A1％E7％8E％
87+％E5％90％84％E5％9B％BD％E6％AF％94％
E8％BC％83'
6）結核の統計2012 公益法人結核予防会 平成24年
9月28日．
7）第25回厚生科学審議会感染症分科会結核部会資料

平成24年8月1日．http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/
2r9852000002gv1g-att/2r9852000002gv72.pdf

8）佐賀県結核院内感染対策の手引き検討委員会：結核
院内感染対策の手引き～医療スタッフが感染しない
ために～ 平成25年3月．http://www.pref.saga.lg.jp/
web/var/rev0/0121/4298/201332120243.pdf#search='

％E4％BD％90％E8％B3％80％E7％9C％8C％E7％
B5％90％E6％A0％B8％E9％99％A2％E5％86％
85％E6％84％9F％E6％9F％93％E5％AF％BE％
E7％AD％96％E3％81％AE％E6％89％8B％E5％BC
％95％E3％81％8D'
9）健康づくりにおけるソーシャル・キャピタルの育成
等に関する保健所の役割に関する調査研究報告書（分
担事業者 笹井康典）：平成24年度地域保健総合推進
事業 平成25年3月．
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